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１ 趣旨  

  旧京都市野外教育センター奥志摩みさきの家（所在地：三重県志摩市大王町船越

字野玉２３１番地他、以下「本物件」という。）は、海に接する機会の少ない本市の

児童・生徒に、太平洋を望む豊かな自然に恵まれた環境の中で共同生活・野外生活

を体験させ、責任感・自立性・協調性を養い、心身の健全な発達を図ることを目的

に、本市の「公の施設」として昭和５６年４月に開設されました。 

  しかしながら、遠方に所在していることから、利用に際し長時間を要することや、

開設から４２年が経過する中で、京都府内や近隣府県に、本物件と同等の教育活動

を行うことができる施設が開設されている状況を踏まえ、令和５年３月３１日をも

って本物件を閉鎖いたしました。 

本物件の跡地活用の契約候補事業者の選定にあたっては、これまで長年にわたり、

本物件の受入や運営に御理解をいただいてきた志摩市の意見を踏まえた検討を行

い、地域の活性化に寄与する活用を図っていく必要性があると判断しました。 

つきましては、本物件について、上記の考え方に沿った活用ができる事業者を、

公募型プロポーザル方式により選定することとし、この度その公募を行うものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公募型プロポーザル方式（総合評価方式）のあらまし＞ 

活用計画に関する企画提案を事業者から求め、専門的な見識を有する者等で構成

する「旧京都市野外教育センター奥志摩みさきの家跡地活用に係る契約候補事業者

選定委員会」（以下「選定委員会」という。）において、売却価格及び活用計画の内

容を総合的に審査し、最も優れた事業者を契約候補事業者と決定します。 
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２ 本物件の概要  

【土地の表示】 

（所在）三重県志摩市大王町船越字野玉２３１番地他 

（地目）山林、雑種地、宅地、原野 

（地積）１２７,０６２．６２㎡ 

（※上記は登記地積。実測面積は１２７,１５６．８４㎡） 

※ 登記地積と実測面積の差について 

本物件においては国土調査法に基づく調査が実施されている地域であること

から、両地積の差が国土調査法に規定されている公差の範囲内である場合、当

該地番については登記簿の修正が行われず、上記の差が生じている。 

なお、実測面積は、本物件の隣接者との境界確定に基づき算定している。 

【建物の表示】 

別表のとおり 

【位置】 

近鉄「鵜方」駅から路線バスで約３５分 

【公法上の規制等】 

・ 建築形態制限区域（建ぺい率６０％、容積率２００％）、１２ｍ未満の全面道路

幅員による容積率算定係数０.６、道路斜線制限に係る勾配数値１.５０、隣地斜

線制限に係る勾配数値１.２５ 

・ 都市計画区域内、区域非線引き、用途地域の指定なし 

・ 防火地域２２条区域 

・ 日影規制 

高さ１０ｍを超える建築物の場合 

・ 志摩市景観条例に基づく届出 

高さ１０ｍを超える又は建築面積５００㎡を超える建築物の場合等 

・ 志摩市の自然と環境の保全に関する条例に基づく届出 

自然景観及び緑地並びに水源確保のため必要な山林及び農地の確保に影響を及

ぼすおそれのある土地の区画形質の変更を伴う、面積が１,０００㎡以上の開発行

為をする場合 

・ 志摩市の自然と環境の保全に関する条例に基づく協議 

土砂の流失により水産生物に影響を及ぼすおそれのある行為又は河川、海洋等

に直接、し尿処理水、生活汚水、産業汚水及びその他の汚水を排出する施設を設

置する場合 

・ 漁港及び漁場の整備等に関する法律に基づく許可 

本物件の西側の深谷水道を北上した場所（１６４番１及び１６４番２）に、児

童が移動に使用する遊覧船が着岸するために設置している浮桟橋について、所有

権移転後も引き続き設置する場合（三重県の占用許可及びその占用料の支払いが

生じることが想定されるため担当部署との協議が必要） 
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・ 自然公園法の規定（伊勢志摩国立公園内の普通地域に該当）に基づく届出 

届出が必要とされるのは、おおまかには、高さ１３ｍを超える建物、または延

べ床面積１，０００㎡を超える建築物の新築・増築・改築、切土・盛土等の土地の

形状を変更する行為、太陽光や風力発電施設を設置する場合。ただし、具体的な

活用内容によって規制内容が異なるため、活用計画等について、提案前に伊勢志

摩国立公園管理事務所（電話番号０５９９－４３－２２１０）に確認が必要 

【埋蔵文化財の有無】 

・ 周知の埋蔵文化財包蔵地に該当しません。 

【その他】 

・ 本物件は、土地に定着する建物、構造物等の一切のものを含み、所有権移転時

の現状有姿で売却します。解体・撤去については、契約候補事業者の負担により

実施するものとし、本市は負担しません。 

  また、解体工事等を行うに当たっては、工事着手前に近隣住民に対して説明を

行うなど、丁寧な対応を心掛けてください。 

・ 本物件の土壌汚染調査及び地盤に関する調査は実施しておらず、土壌汚染の存

在及び地盤の状態は不明です。 

・ 売却後、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染が発見された場合の各種対応は、関

係自治体の担当部署との協議を行ったうえで、契約候補事業者の負担により、活

用計画の必要に応じ、各法令等に基づき、適切に対応してください。 

・ 土壌汚染の対応及び地盤の改良等に要する費用は、契約候補事業者において負

担するものとし、本市は負担しません。 

・ 登記簿謄本、公図、住宅地図及び旧土地台帳等により地歴を調査したところ、

本物件南側の芝生グラウンドのある箇所は昭和４７年から５４年にかけてボーリ

ング場が建っていたと見受けられ、除去に関する資料もなかったため、物理探査

（地中レーダー探査）を行った結果、地下埋設物の反応はありませんでしたが、試

掘調査を実施しておらず、地下埋設物の存在を否定するものではありません。そ

の他の部分についても、本市取得以前に建物が建っていたような経過は認められ

ないため、物理探査及び試掘調査を実施しておらず、地下埋設物の存在を否定す

るものではありません。 

・ 本物件のアスベストに関する調査は実施しておりません。 

・ 売却後、地下埋設物やアスベストが発見された場合は、関係自治体の担当部署

との協議を行ったうえで、契約候補事業者の負担により、各法令等に基づき適切

に対応してください。 

・ 地歴の調査に利用した資料、物理探査（地中レーダー探査）及び既存施設の設

計図等の基礎資料については、貸出を行います（詳細は８ページ）。  

・ 本市と志摩市との取り決めにより、本物件南側の芝生グラウンド上にドクター

ヘリ離発着のためのヘリパッドを設置していますが、当該用途の継続を契約の条

件とするものではありません（本市から契約候補事業者への所有権の移転までに、
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当該用途は終了します）。 

また、上記用途に加え、令和６年３月末まで、本物件を以下の①及び②の用途に

供していましたが、上記ヘリパッドも含め、志摩市等から契約候補事業者に対し

て用途に関する相談があった場合は、契約候補事業者において対応してください

（必ずしも相談内容に沿うことを求めるものではありません）。 

① 本市と志摩市との間で締結された「災害時における救助活動用オープンス      

ペースに関する協定書」における救助活動用用地 

② 三重県広域受援計画の救助活動拠点 

・ 本物件の南の箇所（２３４番２、２３５番７、２３５番８、２６９番１０及び

２７０番２）に隣接する土地（２３４番１、２６９番１８及び２７０番５）にお

いて設置されている石積みの塀の土台等が地中で越境している可能性がありま

す。活用計画の実施に当たり、必要に応じて隣接者と協議してください。 

・ 本物件の西側の深谷水道を北上した場所に、児童が移動に使用する遊覧船が着

岸するための浮桟橋を設置しています（１６４番１及び１６４番２）。浮桟橋の使

用料として、三重外湾漁業協同組合志摩支所和具事業所に年間１０万円を支払っ

ており、上記使用料の支払義務は、契約候補事業者に引き継がれます（売買代金の

支払を完了した日が年度の途中である場合は、当該年度の使用料は日割をもって

計算するものとします。この場合、契約候補事業者が支払う使用料に、１００円未

満の端数があるときは、これを切り捨てます。）。ただし、浮桟橋の設置継続を契約

の条件とするものではありませんので、所有権移転後、撤去するなどの場合は、上

記事業所等の関係団体や関係自治体の担当部署と協議してください。 

・ 本物件は、下水道を利用していません。生活排水については、浄化槽を利用し

ており、法的な水質点検が必要です（点検費用が発生します）。また、本物件のト

イレについても、水洗式ではなく、汲み取り式となっています（汲み取り費用が発

生します）。 

・ 現在、本物件の２２５番１及び２３１番において設置している机や椅子（石性）

の一部が、本物件と三重県との境界を越境して、本物件の敷地外に設置されてい

ます。契約候補事業者の活用計画においては、本物件の境界を越えることなく、本

物件敷地内において計画を検討するとともに、活用計画を実施する際に、契約候

補事業者の負担において撤去してください。 

・ 本物件は敷地の一部が、志摩市が作成している津波ハザードマップにおいて、

津波最大浸水深０.０１ｍ～１０ｍの区域に該当します。 

・ 契約候補事業者は、売買契約の締結後、引き渡された土地及び構造物に、種類、

品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（本市が知りながら契約候補

事業者に告げなかった事実によるものを除きます。）があるときにおいても、履行

の追完の請求、売買代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をするこ

とはできません。 
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３ 申込資格 

申込みの資格を有する者は、以下のいずれの要件にも該当しない者に限ります。  

  なお、複数の法人からの共同提案を妨げるものではありませんが、この場合は、

全ての法人について、当該要件に該当しないことが必要となります。  

※ 共同提案の申込みを行う場合は、あらかじめ１法人を代表者と定め、その

代表者が申込み及び事業に必要な諸手続を行ってください。 

※ １法人は、重複して２件以上の共同提案の申込みを行うことはできません。 

※ 特定目的会社（SPC）等の手法を活用し、新たな法人設置を予定している場

合は、事前に本市との協議を行ってください。 

⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札に参加する資格

を有しない者  

⑵ 京都市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第４号に規定する

暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当する者  

    ※ 申込資格の確認のため、京都府警察本部に照会する場合があります。  

⑶ 本物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団事務所及び公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社会通念上不

適切と認められるものの用に供しようとする者並びにこれらの者の依頼を受けて

本物件の売買契約をしようとする者 

⑷ 法人又はその代表者が次に掲げる税等を滞納している者   

  ア 所得税又は法人税   

  イ 消費税  

  ウ 本市の市税  

  エ 本市の水道料金及び下水道使用料  

⑸ 代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違反する容

疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された

日から２年を経過しない者  

⑹ 法人又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３

条又は第８条第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定され

た日から２年を経過しない者  

⑺ その他本市が契約の相手方として不適当と判断する者 

 

４ 売却条件及び審査基準 

⑴ 売却条件 

 ア 活用計画 

本物件は、昭和５６年４月に開設されて以降、４２年間に渡り、地元自治体

である志摩市をはじめ、地域の方々を中心とした「奥志摩青少年野外活動振興

会」等、様々な関係者の御理解・御協力をいただきながら、自然環境を維持管

理・活用しつつ、子どもたちの心身の健やかな成長に大きく寄与してきました。 

このため、本物件の活用計画の提案に当たっては、志摩市の意見を考慮し、
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地域の活性化に資する活用を図るため、以下①～③の事項を十分に踏まえた計

画としてください。 

① 本物件の閉鎖前は京都市立小学校の児童が毎年、集団宿泊学習・自然体

験活動として、志摩市を訪れていたことを踏まえ、志摩市外からの誘客に

つながる活用の検討。 

② 雇用の創出や、現地または現地周辺の食の地産地消に資するなど、地域

とも連携した活用の検討。 

③ 本物件が伊勢志摩国立公園内に位置し、また、太平洋に通じる深谷水道

に隣接していることから、自然環境に配慮した運営や活用の検討。 

（脱炭素社会の実現に向けて、志摩市が策定したゼロカーボンシティ推

進計画（※）の趣旨もできる限り踏まえること。） 

※当該計画掲載のＵＲＬ 

https://www.city.shima.mie.jp/kakuka/seisakusuishin/sogoseisakuk

a/machizukurisuishin/zero_carbon/5046.html 

 イ 予定価格（最低売却価格） 

￥１８９，０００，０００ 

※ 予定価格は、建物等の除去費用等を除した価格です。 

  ウ 活用計画の履行 

所有権の移転後は、速やかに活用計画を実施し、所有権の移転の日から起算

して１０年間は、本物件を活用計画に基づいた利用に供し、本市の承諾を得ず

に所有権の移転及び使用収益権の設定をしてはなりません。 

  エ 用途の制限 

本物件は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項

に規定する風俗営業の用途に供してはなりません。 

 

  【留意事項】 

※ 提案内容が関係自治体の許認可、指定等が必要となる場合であっても、

売買契約の締結等により、これらの関係自治体の許認可、指定等が予定さ

れるものではありません。 

※ 関係自治体の補助金を受けることができる施設整備及び事業を実施する

場合であっても、売買契約の締結等により、関係自治体の補助金の交付が

予定されるものではありません。  

※ 本市の承諾を得ずに活用計画の変更又は所有権の移転等を行った場合

は、違約金を請求することがあります。詳細については、市有財産売買契

約書（案）を参照してください。 

※ 本物件の敷地全てを活用することを前提とした提案に限ります（共同提

案においては、共同提案者の取得持分の合計が敷地全てを活用する場合は

その提案を認めます。）。 

※ 共同提案を行う場合は、共同提案者間で相互の計画について十分に調整

https://www.city.shima.mie.jp/kakuka/seisakusuishin/sogoseisakuk
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を行い、建築計画の一体性、運営面での連携等、計画相互の調和を図ると

ともに、敷地全体における総合的な計画となるよう留意してください。 

※ 活用計画の都合上、本物件の分筆や合筆、または地目の変更が必要であ

っても、本市において上記の変更は行いませんので、所有権移転登記後に

契約候補事業者で必要な対応をしてください。 

 ⑵ 審査項目及び審査基準  

   別紙３参照 

 

５ 申込手続  

 ⑴ 申込方法 

  ア 提出書類  

   申込者の概要・財務状況等、活用計画、買受希望価格の書類      

   詳細は「提出書類一覧（別紙１）」のとおりです。 

  イ 受付期間  

     令和６年１０月１日（火）～令和６年１０月１１日（金）（土日祝日を除く。） 

受付時間は午前９時から午後５時まで （正午から午後１時までを除く。） 

  ウ 提出方法  

     持参に限ります。 

    ※ 提出書類の確認等を行う必要がありますので、提出に来られる際は、事

前に連絡をお願いします。  

  エ 提出場所 

京都市教育委員会事務局指導部生徒指導課（担当：河合、堀） 

京都市中京区姉小路通東洞院東入曇華院前町７０６－３  

京都市教育相談総合センター２階  電話 ０７５－２１３－５６２２ 

⑵ 提出書類の取扱い 

ア 無償使用 

本市は、本物件の売却において公表等が必要な場合には、提出書類を許可な

く無償で使用できるものとします。 

なお、提出書類は、理由の如何にかかわらず返却しないものとします。 

イ 提出書類の変更等の禁止 

提出書類については、本市が特に必要と認めた場合以外は、変更、差替え及

び再提出を認めないこととします。  

⑶ 費用の負担 

申込みに関する費用は、全て申込者の負担とします。 

⑷ 質疑及び回答 

  ア 質疑者の資格 

     本要項中「３ 申込資格」を満たす者とします。 

 イ 質疑の方法  

   「質疑書」（別紙２）に質疑の内容を簡潔にまとめ、電子メールで送信してく
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ださい。 

   送信先：京都市教育委員会事務局指導部生徒指導課（担当：河合、堀） 

       seishi@edu.city.kyoto.jp 電話番号 ０７５－２１３－５６２２ 

    ※電子メールを確実に受信するため、電子メール送信後に担当者まで電子メールを送信

した旨の電話連絡をお願いします。 

 ウ 質疑の受付期間 

   令和６年７月１６日（火）～令和６年８月１６日（金） 

エ 回答 

令和６年８月２６日（月）までに質疑回答書をホームページに掲載します。 

ただし、やむを得ない事情により回答が遅れる場合は、その旨をホームペー

ジに掲載します。質疑回答書は、本要項と一体のものとして、要項と同等の効

力を有するものとします。 

≪ホームページＵＲＬ≫ 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000326682.html 

⑸ 現地見学会の開催  

ア 実施日時 

    第 1 回 令和６年７月３１日（水） 午前１０時から午後４時まで 

    第２回 令和６年８月 ７日（水） 午前１０時から午後４時まで 

    ※ 上記の時間内で、見学の日時を調整します。 

    ※ 現地見学会では、質疑は一切受け付けません、質疑がある場合は、上記

「⑷質疑及び回答」の方法に従ってください。 

  イ 集合場所 

三重県志摩市大王町船越字野玉２３１番地 旧奥志摩みさきの家正門前 

  ウ 参加資格  

      「３ 申込資格」と同じ 

エ 参加申込方法 

    実施日の２開庁日前の午後５時までに、電話にて申込みを行ってください。

（※車でお越しの方は、その旨もお申し出ください。） 

  オ 申込先 

京都市教育委員会事務局指導部生徒指導課（担当：河合、堀） 

   電 話 ０７５－２１３－５６２２ 

 カ 留意事項  

    写真撮影については可能ですが、撮影したものをＳＮＳに掲載するなど、本

件に係る目的以外の使用は禁止します。また、録画・録音は不可とします。 

⑹ 地歴の調査に利用した資料等の閲覧 

  本物件に関する基礎資料を紙媒体又は電子媒体（ＤＶＤ）にて貸し出します。 

ア 資料  

・地歴の調査に利用した資料（位置図、登記事項証明書、旧土地台帳、公図地

積測量図、官有地籍図、現況写真）  

mailto:seishi@edu.city.kyoto.jp
https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000326682.html
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・物理探査（地中レーダー探査）結果資料探査結果資料 

・既存建物に関する設計図書 

イ 受付期間 

    令和６年７月１６日（火）～令和６年１０月１１日（金）（土日祝日を除く。） 

  ウ 受付時間 

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

  エ 受付方法 

    電話で事前に連絡のうえ、上記期間内にお越しください。  

ただし、質問については、質疑の受付期間(令和６年８月１６日（金）まで） 

しかお受けできませんので、御注意ください。 

オ 閲覧場所・連絡先 

    京都市教育委員会事務局指導部生徒指導課（担当：河合、堀） 

   電 話 ０７５－２１３－５６２２            

 

６ 契約候補事業者の選定方法  

公募型プロポーザル方式により契約候補事業者を選定します。 

⑴ 活用計画の審査   

申込者から提出された書類を基に、選定委員会において「審査項目及び審査基

準」（別紙３）に基づき提出書類の内容確認を行い、活用計画の審査を行います。 

ア プレゼンテーション審査及びヒアリングを行います。詳細は、別途本市から

連絡します。 

イ 審査は審査項目ごとに５段階（１～５点）で評価を行います。不適当と認め

られる場合は０点とします。 

ウ 各審査項目の評価点に重要度に応じて設定した係数（１～４）を乗じ、各項

目の得点を算出します。 

エ 各委員が採点した合計得点を踏まえ、委員会の合議を経て最終得点を決定し

ます。 

オ 得点が満点の６割（７８点）未満又は小項目１～５の得点が満点の６割（ 

４８点）未満である場合は、失格とします。また、本市が事前に定める予定価

格を下回る場合についても、失格とします。 

カ 提出書類の内容が不適当と判断した場合又は、いずれかの審査項目において

委員の過半数が不適当（０点）と判断した場合は、当該申込者を失格とする場

合があります。 

  なお、故意に虚偽のある応募については、審査結果によらず失格とする場合

があります。 

キ 共同提案の場合は、審査項目「活用計画の内容」については、個々の事業計

画の評価とともに、敷地全体の総合的な計画としても評価します。 
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≪選定委員会委員≫ ◎：委員長          （五十音順・敬称略） 

氏  名 所属団体等 

石井良彦 元奥志摩みさきの家所長 

浦中秀人 一般社団法人志摩ネイチャー倶楽部職員 

清水義子  新経営サービス清水税理士法人代表社員 

田島知世 市民公募委員  
出口みさと  志摩市役所観光経済部長 

中村 滋  一般社団法人志摩市観光協会会長 

⑵ 契約候補事業者の決定 

本市が事前に定める予定価格以上で、かつ、最高の得点（ただし、得点が満点

の６割（７８点）以上、かつ、小項目１～５の得点が満点の６割（４８点）以上）

を獲得した者を契約候補事業者とします。申込者が１者の場合でも、得点が満点

の６割（７８点）以上、かつ、小項目１～５の得点が６割（４８点）以上で、契

約候補事業者として適当と認められる場合には、その者を契約候補事業者としま

す。 

なお、審査の結果、審査合格者なしとする場合があります。 

⑶ 審査結果の通知及び公表 

本市は、審査結果の決定後、速やかに申込者全員に審査結果を通知するととも

に、一連の審査の結果の概要（審査結果、契約候補事業者名、提案内容、契約予

定価格等）については、本市ホームページ等で公表します。 

 

７ 契約の締結等  

⑴ 契約の締結 

本市が指定する日までに、「市有財産売買契約書（案）（別紙４）」により、本市

と仮契約を締結することとします。仮契約の締結は、本市行財政局資産イノベー

ション推進室において行います。また、仮契約を締結できない場合は、次順位の

者を新たな優先交渉事業者とします。 

本件は、市会の議決に付したうえで財産処分を行う必要がありますので、当該

議決後、本契約への意向に関する通知を郵送します。当該通知日から５開庁日以

内までの本市が定める日を本契約移行日（本契約締結日）とします。 

なお、市会の議決が遅れた場合は、本契約への移行時期も遅れることになり、

市会の議決が得られなかった場合は、契約候補事業者の決定は無効となりますが、

本市に対する損害賠償の請求、その他一切の請求は認めません。 

⑵ 費用の負担 

売買契約書（本市保管用のもの１部）に貼付する収入印紙（売買金額に応じた

もの）は、契約候補事業者の負担となります。なお、本市が作成する文書は印紙

税非課税であるため、契約候補事業者保管用の契約書には収入印紙を貼付しませ

ん。 
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⑶ 契約名義人 

申込者名義で契約を締結してください。共同申込みの場合は、必ず「共同提案

の申込者全員」の名義で契約を締結してください。 

なお、この場合、本契約における債務は連帯債務になります。 

⑷ 注意事項 

契約候補事業者が、本物件を公序良俗に反する用途に供するおそれのあるとき

は、契約を締結しない場合があります。  

なお、共同申込の場合又は活用計画の内容によっては、売買契約書の内容を変

更することがあります。 

 

８ 売買代金の支払  

本契約の対象となった事業者（以下「契約者」という。）には、本市が送付する納

入通知書により売買代金の全額を納付していただきます。 

⑴ 支払日 

本契約締結後１４開庁日以内 

⑵  支払金額 

売買代金の額 

⑶ 契約保証金  

本契約締結日に、売買代金の１００分の１０（円未満切上）に相当する金額を

契約保証金として納付していただきます。なお、契約保証金には利子を付しませ

ん。 

※ 売買代金の金額を本契約締結日に一括納付いただくことで、契約保証金の

支払いを免除することが可能です。 

 

９ 所有権移転登記 

⑴  所有権の移転 

本物件の所有権は、売買代金の支払が完了したときに移転します。 
⑵ 手続 

契約者から、登記嘱託請求書、登録免許税相当額の現金領収証書等の提出を受

け、本市が所有権移転登記の手続を行います。 

※ 共同申込の場合は、構成員調書に記載された持分に従い、所有権移転登記

を行います。 

⑶ 費用の負担 

所有権移転登記に要する費用（登録免許税等）は、契約者の負担となります。 

⑷ 手続の完了 

所有権移転登記が完了次第、契約者に登記完了証及び登記識別情報通知書が交

付され、全ての手続が完了します。 

なお、物件の取得に伴い、不動産取得税等、各種の公租公課が発生しますので、

御留意ください。 
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10 その他 

⑴ 選定委員会委員との接触の禁止 

選定委員会委員に対して、本件に関する接触（直接、間接を問わない。）を禁じ

ます。接触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

⑵ 契約候補事業者の取消し 

売買契約の締結までの間に、契約候補事業者として不適当と認められる事情が

生じたときは、契約候補事業者の決定を取り消す場合があります。この場合、次

点者を契約候補事業者とします。 

なお、この場合、本市に対する損害賠償の請求、その他一切の請求を認めませ

ん。 

⑶ 使用する言語及び通貨単位 

本件において使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限るもの

とします。 

 

11 日 程 

募集要項の配布 令和６年７月１６日（火）～１０月１１日（金） 

地歴の調査に利用した資料等の閲覧 令和６年７月１６日（火）～１０月１１日（金） 

現地見学会 
第１回 令和６年７月３１日（水） 

第２回 令和６年８月７日（水） 

質疑の受付期間 令和６年７月１６日（火）～８月１６日（金） 

申込書類の受付期間 令和６年１０月１日（火）～１０月１１日（金） 

選定委員会（プレゼン審査） 令和６年１０月以降 

契約候補事業者の決定 令和６年１０月以降 

契約締結、売買代金納入 令和７年春頃 

所有権移転等の登記 令和７年春頃 

 

12 問合せ先  

   京都市教育委員会事務局指導部生徒指導課７０６－３（担当：河合、堀） 

   〒６０４-８１８４ 京都市中京区姉小路通東洞院東入曇華院前町 706−3 

  電 話 ０７５－２１３－５６２２ 

電子メールアドレス seishi@edu.city.kyoto.jp 

 

  

mailto:seishi@edu.city.kyoto.jp
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別 表 

【建物の表示】 

 

（主である建物①） 

所  在 三重県志摩市大王町船越字野玉２２５番地１、２２８番地、２２９番

地４ 

家屋番号 ２２５番１ 

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９.５６㎡ 

建 築 年 昭和４３年４月 

（附属建物） 

符号１ 

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９．５６㎡ 

建 築 年 昭和４３年４月 

符号２  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９．５６㎡ 

建 築 年 昭和４３年４月 

符号３  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９．５６㎡ 

建 築 年 昭和５７年８月 

符号４  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９．５６㎡ 

建 築 年 昭和５７年８月 

符号５  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ６９．５６㎡ 

建 築 年 昭和５７年８月 

符号６  
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種  類 倉庫 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積 ５．３２ ㎡ 

建 築 年 平成１５年２月 

符号７  

種  類 便所 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

床 面 積  ２９．７９㎡ 

建 築 年 平成７年２月 

符号８  

種  類 洗面所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  １０．６０㎡ 

  建 築 年 平成７年２月 

符号９  

種  類 宿泊所 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

床 面 積  ５０．９３㎡ 

建 築 年 昭和６１年４月 

 

（主である建物②） 

所  在 三重県志摩市大王町船越字野玉２３１番地、１４４番、１６８番地２、

２２５番地１、２８０番地５      

家屋番号 ２３１番の１ 

種  類 事務所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

 床 面 積 １１７．２３㎡ 

 建 築 年 昭和５５年９月 

（附属建物） 

符号１  

種  類 便所 

 構  造 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 

 床 面 積 ２５．１７㎡ 

 建 築 年 昭和５７年３月 

符号２  

種  類 倉庫  

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積 ２４．５０㎡ 

 建 築 年 平成３０年４月 
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符号３  

種  類 倉庫 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積 ３０．６９㎡ 

建 築 年 昭和５５年５月 

符号４  

種  類 倉庫  

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積 ２０．５３㎡ 

建 築 年 昭和５６年３月 

符号５  

種  類 倉庫 

 構  造 木造合金メッキ鋼板ぶき平家建 

 床 面 積 ２．１２㎡ 

建 築 年 昭和５５年５月 

符号６  

種  類 事務所 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積 ４６．７１㎡ 

建 築 年 平成１３年４月 

符号７  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ８４．８２㎡ 

建 築 年 昭和６０年４月 

符号８  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ２１２．０６㎡ 

  建 築 年 昭和５５年９月 

符号９  

種  類 宿泊所 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  １０６．０３㎡ 

建 築 年 昭和５５年９月 

符号１０  

種  類 洗濯所 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

床 面 積  １９．５７㎡ 
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建 築 年 平成８年４月 

符号１１  

種  類 浴室 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ５５．０９㎡ 

建 築 年 不詳 

符号１２  

種  類 浴室 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  ５４．８８㎡ 

建 築 年 不詳 

符号１３  

種  類 便所 

 構  造 鉄筋コンクリート造スレートぶき平家建 

床 面 積  ３９．００㎡ 

建 築 年 昭和５５年８月 

符号１４  

種  類 倉庫 

 構  造 コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 

 床 面 積  ８．７５㎡ 

建 築 年 昭和５５年９月 

符号１５  

種  類 倉庫 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

 床 面 積  ４．５０㎡ 

建 築 年 不詳 

符号１６ 

種  類 倉庫 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

 床 面 積  ４．５０㎡ 

建 築 年 不詳 

符号１７ 

種  類 倉庫 

 構  造 軽量鉄骨造スレート・合金メッキ鋼板ぶき平家建 

 床 面 積  ８．４０㎡ 

建 築 年 不詳 

符号１８ 

種  類 機械室 

 構  造 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 
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 床 面 積  １０．５０㎡ 

建 築 年 昭和５５年４月 

符号１９ 

種  類 倉庫 

 構  造 木造スレートぶき平家建 

 床 面 積  ２０．５３㎡ 

建 築 年 平成５年６月 

 

（主である建物③） 

所  在 三重県志摩市大王町船越字野玉２３１番地、２２５番地１ 

家屋番号 ２３１番の２ 

種  類 プレイホール 

 構  造 鉄骨造スレートぶき平家建 

 床 面 積  ５１４．６４㎡  

  建 築 年 平成３年３月 

 

（主である建物④） 

所  在 三重県志摩市大王町船越字野玉２８０番地８、２７６番地１ 

家屋番号 ２８０番８ 

種  類 共同住宅 

 構  造 軽量鉄骨造スレートぶき平家建 

床 面 積  １２０．６６㎡ 

建 築 年 平成５年５月 
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